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施策 30 町民参画によるまちづくりの推進 関係課 総務課（総務）、議会事務局

月 25 日

基本
目標

Ⅵ 住民とともに歩む健全なまち 主管課
名称 総合戦略課

課長

施策マネジメントシート（平成29年度の振り返り、総括）
作成日 平成 30 年 6

意図

①町民 ①まちづくりに積極的に参画する。

1
まちづくりに対する意
識の高揚

まちづくりへの関心や意
欲のない人

まちづくりへの関心や意欲を高め
る。

2 まちづくりの環境整備
まちづくりに参画している
人、関心や意欲のある人

対象 意図

基
本
事
業

基本事業名 対象

5

まちづくりに参画しやすくなる。

3

4

成
果
指
標

成果指標名 区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

施
策
の
目
的

平成29年度

Ａ
必要な行政情報を入手できている町民の割
合

％
実績値 58.7 56.6 56.4 53.7 53.9 55.8 53.5

目標値 60.0 62.0 64.0 66.0 68.0 70.0

6.2 7.2 6.4 5.9

目標値 8.0 8.4 8.8

実績値 7.8 6.4

9.2 9.6 10.0

Ｃ
過去１年間に、まちづくり活動に参加した町
民の割合

％
実績値 49.8 47.5 51.9

Ｂ
過去１年間に、町政に自分の意見を提示し
た町民の割合

％
7.0

47.8 47.1 44.7 57.0

目標値 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0

Ｄ まちづくり活動の団体数 団体
実績値 22 28 32 33 27 25 26

目標値 24 26 28 30 32 34

Ｅ
実績値

目標値

指
標
設
定
の
考
え
方
と

実
績
値
の
把
握
方
法

Ａ）まちづくりに積極的に参加するためには必要な行政情報を入手できている必要があり、割合が高まれば目的の達成に繋がると考え成果指標とした。ま
ちづくり基本条例では町民は必要な情報について知る権利を有するとしている。
町民アンケートにより把握　※必要とする町の行政情報を入手できていますか。→「そう思う」、「どちらかといえばそう思う」と回答した人の割合
Ｂ）町民の意思が町政に反映されるためには意見を提示する必要があり、割合が高まれば目的の達成に繋がると考え成果指標とした。
まちづくり基本条例では町民は意見を表明し提案する権利を有するとしている。
町民アンケートにより把握　※過去1年間に、町政に自分の意見を提示したことがありますか。→「はい」と回答した人の割合
Ｃ）直接的な設問であり、数値が高まれば目的が達成に繋がると考え成果指標とした。
町民アンケートにより把握　※過去1年間に、まちづくり活動に参加したことがありますか。（まちづくり活動とは、地域における奉仕活動など、全ての公益的
な取り組みを指します。）→「はい」と回答した人の割合
Ｄ）まちづくり活動の団体数が増えれば、活動が活発に行われると考え成果指標とした。
※3地区まちづくり協議会、まちづくり活動を目的としたNPO法人及び今まで町の「まちづくり団体活動支援事業補助金」の交付を受けた団体の合計数

目
標
値
設
定
の
考
え
方

Ａ）高齢であるほど行政に頼らなければならない人が増加するためか、行政情報を入手できている割合は増加。今後、高齢化が進むことを考え、過去の推
移から推計すると、成り行きでは65％程度まで上昇。協働のまちづくりを推進するためには、現状、低い水準にある若年者を中心に、インターネットやメー
ル配信などを活用した情報発信をおこなうことで70％をめざす。特に今回のアンケートでは、50歳未満の行政情報を入手できている割合が低いので、発
信媒体の検討も必要。
Ｂ）高齢化が進むと行政に頼らなければならない人が増加するため、意見提示の割合も増加すると考える。必要な情報を入手できている町民の割合との
相関が強い。目標では、意見提示の機会を増やすなど、平成29年度に10％（10人に1人）をめざす。
Ｃ）人口が減少するなど、地域コミュニティの維持が困難になりつつあり、地域力が低下するなど割合の減少が懸念される。平成29年度まで現状の水準を
維持し、半数（50％）の参加をめざす。特に今回のアンケートでは、60歳代の参加割合が減少している。
Ｄ）現状の補助制度や予算では、平成23年度の実績値で推移すると考えられる。活動資金に対する相談件数は増加しており、今後、予算を拡大するなど
して活動団体数を増加させ、平成29年度に34団体をめざす。また、活動団体を増やすと同時に、活動の質を高めていく。

目標値
Ｆ

実績値

施
策
の
目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

①まちづくりへの関心や意欲を高め、地域コミュニティやテーマコミュニティな
ど活動に積極的に参加する。
②自らの発言と行動に責任を持ち、さまざまな機会を通じて意見を表明・提
案する。

①広報・広聴活動を充実させるなど、行政としての現状・課題等を積極的に
町民に伝え、情報の共有を図る。
②地域コミュニティやテーマコミュニティの住民自治活動を推進する。
③町民がいつでもまちづくりに関する提案ができるような環境づくりに努め
る。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

１．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化するか？ ２．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

①人口が減少し、少子高齢化が進行すると、草刈りや祭りなどの地域の行事を継続
することが困難になり、コミュニティーの維持が難しくなる。人口減少の対応策として
地区の統合が考えられるが、単純に地区を一緒にすればよいというものではない。
②行政区の再編について、区長会に議案を提示している。
③今後、児童・生徒がいなくなる地区もでてくる。また、コミュニティのリーダーになれ
る人がいなくなる可能性もある。
④人口は減少しているが、世帯数は横ばいで推移している。1世帯あたりの人数が減
少傾向にある。
⑤SNS（フェイスブック、ツイッターなど）の普及が進み、利用者が増えている。

①地域コミュニティ
地域の人が減少しており、行事などの継続が困難である。また、活気がなく
なりつつある。なんとか食い止められる術はないか。
②テーマコミュニティ
積極的にまちづくりに参画したいと思ってはいても、何をしてよいのか、どう
のように参画してよいのかがわからない。
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施策 30 町民参画によるまちづくりの推進 主管課
名称 総合戦略課

課長 桑原　孝治

施
策
の
成
果
水
準
の
分
析
と
背
景
・
要
因
の
考
察

実績比較 背景・要因

①
時
系
列
比
較

かなり向上した。
①必要な行政情報を入手できている町民の割合は、平成28年度55.8％から平成29年度53.5％と2.3ポイント
減少している。前年と比較し60代が大きく低下している。高齢層は広報みなかみや回覧板等という昔からの
ツールを利用してしっかりと情報を取得していると考えられる。
②過去１年間に町政に自分の意見を提示した町民の割合は、平成28年度6.4％から平成29年度5.9％と0.5
ポイント減少した。年代別では30代が昨年と比べ3.7ポイント減少して3.9％となったが、その反面、20代が4.0
ポイント上昇し6.0％となった。地区別では月夜野地区が昨年より1.1ポイント減って4.0％となっている。
③過去１年間に、地域づくり活動をおこなった町民の割合は、平成28年度44.7％から平成29年度57.0％と
12.3ポイント上昇した。特に60代の数値が67.0％と昨年と比べ14.3ポイント上昇している。（平成29年度中に
町民アンケートの設問内容を見直し、また、具体例を追記した事も増加した要因であると考える。）
④まちづくり活動の団体数は平成28年度25団体から平成29年度26団体と、ほぼ横ばいとなっている。まちづ
くり団体活動支援事業補助金の交付団体は平成28年度6団体から平成29年度4団体となっている。

どちらかといえば向上した。

ほとんど変わらない。（横ばい状態）

どちらかといえば低下した。

かなり低下した。

③
目
標
の
達
成
状
況

目標値を大きく上回った。
①必要な行政情報を入手できている町民の割合は、目標値70.0％に対し53.5％であった。年齢別では20歳
代23.9%、30歳代40.3％、40歳代56.9％、50歳代59.4%、60歳代67.0％、70歳以上59.2％。40代以降は50％
以上になっており、高齢になるほど高い傾向がある。町政に関心を抱くと思われる子育て世代の30代がネット
も町報も見ていない事がわかる。
②過去1年間に町政に自分の意見を提示した町民の割合は、目標値10.0％に対し5.9％であった。
③過去1年間に地域づくり活動を行った町民の割合は目標値50.0％に対し57.0％であった。年齢別にみる
と、40歳代以上で50％以上の数値を示している。20歳代で23.9％、30歳代で40.3％と昨年より微増している
が、相変わらず若年層で低くなっている。地区別では、新治地区が63.2％で、他の地区よりも高くなってい
る。（平成29年度中に町民アンケートの設問内容を見直し、また、具体例を追記した事も増加した要因である
と考える。）
④町内のNPO法人は平成29年度19団体となった。
⑤まちづくり団体活動支援事業補助金の交付を受けた団体は4団体あった。

目標値を多少上回った。

ほぼ目標値どおりの成果であった。

目標値を多少下回った。

目標値を大きく下回った。

②
他
団
体
と
の
比
較

かなり高い水準である。
①昔から道普請や原材料支給で住民自らが道水路整備を行うなど、特に都市部の自治体に比較して住民
参加の水準は高いといえる。
②近隣市町村で「まちづくり基本条例」を制定しているのは、みなかみ町だけである。県内でも制定は早いほ
うである。県内では太田市、玉村町、伊勢崎市が自治基本条例を制定している。
③まちづくり協議会の補助金は、みなかみ町の独自の制度である。
④平成29年度、まちづくり活動を行うNPO法人数を他団体と比較すると、みなかみ町に19団体、沼田市は16
団体なので、市以上のNPO法人が町内にある。これはまちづくりに対する意識水準が高いと考えられる。

どちらかといえば高い水準である。

ほぼ同水準である。

どちらかといえば低い水準である。

かなり低い水準である。

成
果
実
績
に
対
し
て
の

取
り
組
み
の
総
括

①平成21年度から設置された月夜野・水上・新治の3地区まちづくり協議会がそれぞれ活動を行っている。協議会で150万円、１支部あたり250万円の900
万円を補助金として交付し、まちづくり事業を継続的に取り組めるよう支援している。この事業は、行政主導ではなく、地域住民が主体となって事業計画や
予算を決め、事業を実施するなど、自助・互助・扶助の精神を醸成することに役立っている。協議会の各支部の活動は、月夜野支部で11事業、延べ参加
者数は1，541人、水上支部で7事業、延べ参加者数は414人、新治支部は13事業、延べ参加者数は3，348人となっている。また、補助金の執行率は、平
成29年度65.0％であったが、これは各支部の事業費の上限額を定めたことによるものである。地区を越えて、住民同士の連帯感が芽生え、共に活動でき
ることを目指している。
②地域コミュニティ施設整備補助金（平成27年度5件、平成28年度5件、平成29年度4件）、まちづくり団体活動支援補助金（平成27年度申請4件、平成28
年度6件、平成29年度4件）などの協働のまちづくり支援制度が活用されている。
③決算書、当初予算書、町民アンケート等をホームページで公開した。
④まちづくり協議会の3支部の自主的な運営を支援することにより、支部活動の充実が図られた。

今
後
の
課
題
と
取
り
組
み

（
案

）

基本事業名 今後の課題 今後の取り組み（案）

1
まちづくりに対する意識の
高揚

若年層（20歳代）のまちづくり活動への参加率が低い。 ①若年層のライフスタイルにあった趣味・趣向を刺激するような
まちづくり活動を研究する。
②まちづくり協議会や各種団体が取り組んでいる活動を、町広
報誌・ホームページなどで情報を発信し、一人でも多くの住民
に活動を知ってもらう。参加したいと思わせるよう見せ方も工夫
する。

4

2 まちづくりの環境整備

①まちづくり協議会の支部を円滑に運営できるかが課題。
②まちづくり協議会やNPO法人などのまちづくり活動があまり
理解されていないこと。
③テーマコミュニティを担うNPOなどの団体数が減少傾向にあ
ること。
④個人の意見を町に直接提示する機会が少なく、主に町民ア
ンケートになっている。

①今までの実績を評価しながら自主的な活動を促していくた
め、統一ルールに則った活動を進めていく。
②まちづくり協議会やNPO法人などの活動内容を分かりやすく
周知し、理解度を向上させる。また、各団体同士の連携を強化
する。
③任意の団体でも利用できる「まちづくり団体活動補助金」制
度を町報等で住民に周知し、活用を促す。
④ホームページ上に寄せられた意見の内、建設的で対応可能
な意見を施策に反映させる。

3
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年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 1 4・8,000

4・8,000・
4・1

回・
部

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 1 項 1

庶務・議事 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

議会事務局
課長 高橋　康之

議員の意識改革
町民への周知拡充

収集した意見を反映した議会活
動をする。
議員間討論の実施。分かりやす
い紙面作り。

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

議会広報紙の発行で議会情報を分
かりやすく正確に住民に伝える。
また双方向の情報のやりとりで理解
を深めながら、住民参加のまちづく
りを目指す。

アンケート調査及び意見収集の
拡充

事業費 1,970,376 円

7 4

事務事業 000004 議会だより発行事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 まちづくりに対する意識の高揚

発行回数・発行部数・
意見収集回数・アンケート
実施回数

目 1 325,907 306,960 件

平成 29 8 18 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

企画 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

速やかに情報更新が行われ、見や
すいホームページを目指し整理して
いく必要がある。

ＨＰ内には古いデータのまま掲載
されていたり、知りたいことが書
かれていないケースも多い。町
のHPは町民、事業者向け、移住
定住などの情報を更新したい。

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

インターネット上に町の公式ホーム
ページを置き、町内外を問わず町の
情報を必要とする人達に適切な情
報発信をする。

複数人で広報とホームページを
行えるよう体制を変更。観光情
報発信の一元化により観光協会
HPへ誘導している。速やかに正
しい内容が公開されている。町
は行政情報中心に発信。

事業費 1,068,876 円

  

事務事業 000003 ホームページ管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 まちづくりに対する意識の高揚 HPアクセス（セッション数）

目 2 8,400・12 8,000･12 部

平成 30 7 3  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

企画 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

業務の効率化、掲載内容の誤り

多様化する情報発信手段がある
が、紙ベースの発行も必要と考
える。業務の効率化のため役場
内外の役割分担内容の確認を
行う。

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

広報みなかみを毎月１回8,000部発
行している。広報誌は町内各世帯と
各事業所に配布するほか、町内の
公共施設や県関係事業所等に送付
しており、町の情報発信している。

見てもらえる紙面づくりのため、
イラスト、写真を多く使うようにし
た。町民が行政情報を入手でき
ている割合がH29:53.5％で、その
内広報はH29:88.8％となってい
る。

事業費 6,883,609 円

6 26

事務事業 000002 広報みなかみ発行事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 まちづくりに対する意識の高揚 発行部数・発行回数

目 2 3・7 5・5
件・
件

平成 30 7 3 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

町が保有する公文書を町民の請求
により開示する。

 

事業費 0 円

2

事務事業 000001 情報公開・個人情報保護事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 29 8 1 30 7

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 まちづくりに対する意識の高揚 開示件数・請求件数



30_町民参画によるまちづくりの推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 1 3 3 回

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総務
課長 原澤　志利

課題なし  

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

６０地区３支部制で、区長相互の親
睦を図り、区内の円滑なる運営に資
するため、町行政に協力し、住民と
ともに歩む健全なまちづくりを目標
に事業実施している。

 

事業費 19,636,000 円

7 2

事務事業 000001 区長会事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 まちづくりの環境整備 総会役員会開催数

目 2 1 2 回

平成 29 8 1 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

企画 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

観光協会に実施主体が移り、情報
発信が観光面だけになりつつある。
記者は幅広い情報提供を求めてい
る。

 

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

群馬県内のマスコミで構成する「ぐんま八社会」(12
社)や沼田記者クラブ(9社)との情報交換活動を推進
する事業である。従来より町が情報発信する場合、
マスコミに取り上げていただくことは有効な情報発
信の手段となる。マスコミとの定期的な情報交換を
行うことにより情報提供を行うとともに良好な関係を
築き、円滑な情報発信に寄与することを目的とす
る。

 

事業費 30,000 円

  

事務事業 000012 情報交換会事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 まちづくりに対する意識の高揚 交換会等実施回数

目 2 55.85 49.85 ％

平成 30 7 3  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

企画 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

より精度の高いアンケートとなるよう回
答率を低下させないためにも、配布の
方法やアンケート内容などを工夫してい
く。

特になし

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

第１次みなかみ町総合計画で定め
るまちづくりに取り組み、平成25年
度より後期基本計画を策定し、行政
評価を行っている。総合計画で定め
た目標の達成状況を毎年度把握
し、まちづくりをより効果的に展開す
るために実施する。

特になし

事業費 466,560 円

6 29

事務事業 000007 住民意識調査（町民アンケート）事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 まちづくりに対する意識の高揚 アンケート回収率

目 2 24・10 24･8 回

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

企画 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

町民アンケートではH29:5.1%の人が
テレビ・ラジオから行政情報を入手
していると回答している。今後もリス
ナーが増えない現状があると思わ
れるが、緊急・災害時に有効にな
る。

特になし

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

・毎月２回、特定番組を放送（委託）
し、様々な情報をリスナー（住民）に
広く情報発信するための事業
・認知症徘徊捜索や災害時など、緊
急時に情報提供するための事業

特になし

事業費 466,560 円

  

事務事業 000005 エフエム放送による広報事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 まちづくりに対する意識の高揚 放送回数(特番・緊急)

平成 30 7 3  



30_町民参画によるまちづくりの推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 4 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 4 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 4 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 4 年間
目 7 0 1 回

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

地域振興 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

課題なし  

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

群馬県地域づくり協議会　会費負担
金

 

事業費 6,500 円

6 28

事務事業 000007 群馬県地域づくり協議会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 まちづくりの環境整備 協議会等出席回数

目 7 5 4 件

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

地域振興 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

行政区からの補助要望が多く、予
算額が不足している。

特になし

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

まちづくりを支え合う自主的及び自立的
なコミュニティ活動を支援するため、そ
の活動の拠点となる施設整備事業を補
助する。
補助金の上限1,000千円（補助率3/5）
まちづくり事業審査会により審査実施

特になし

事業費 3,544,000 円

6 28

事務事業 000005 地域コミュニティ施設整備事業補助金交付事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 まちづくりの環境整備 交付（申請）件数

目 7 6 4 件

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

地域振興 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

課題なし  

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

まちづくりを支え合う自主的及び主体的
なコミュニティ活動を支援するため、積
極的、自発的は発案による地域のの課
題解決のためのまちづくり事業に対して
補助金を交付する。
補助金の上限200千円（補助率10/10）
まちづくり事業審査会により審査実施

 

事業費 6,413,776 円

6 28

事務事業 000004 まちづくり団体補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 まちづくりの環境整備 交付（申請）件数

目 7 0 2 件

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

地域振興 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

総合戦略
課長 宮崎　育雄

課題なし  

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

行政区等のコミュニティ活動（主に地区会館
やお祭り用の備品）に対する助成金を交付す
ることにより、コミュニティの健全な発展を図
るとともに宝くじの普及広報事業を行う。な
お、財源は全額が（財）自治総合センター等
が宝くじの普及広報事業費で、町の一般会
計を通して申請団体に支給される。

 

事業費 3,600,000 円

6 28

事務事業 000003 コミュニティ助成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 まちづくりの環境整備 交付実績数（利用件数）

平成 29   30



30_町民参画によるまちづくりの推進

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 1 - 6,000 人

事業
期間

会
計

1 款 2 項 1

総務 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

総務
課長 原澤　志利

 

施
策
体
系

施策 30 町民参画によるまちづくりの推進
事業実績

平成２６年度に一度中止となった
が、復活。

 

事業費 7,947,315 円

  

事務事業 000011 みなかみ花火大会事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 まちづくりの環境整備 入込数

平成 29    


